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知的財産基本法の施行の状況及び今後の方針について（案） 
 

２００６年１月３０日 
知的創造サイクル専門調査会 

 
（骨子） 
 
１． 経緯 
  基本法の施行状況の検討に至った経緯を記載する。 
 
２． 施行の状況 
  これまで３年間の施行の状況について、主な成果（別紙１）を

記載するとともに、総括的な評価を記載する。 
 
３． 今後の施行の方針 
（１）基本的な考え方 
  これまでの３年間を第１期、これからの３年間を第２期とし、

第２期における施行の方針の基本的な考え方を整理する。

（別紙２） 
 
（２）重点項目 
  施行の状況に関する議論を踏まえ、第２期における施行の

方針の重点項目を記載する。（別紙３） 
 
 
 
 

資料４ 
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（別紙１） 
施行の状況 

 
ア）創造分野 
• 大学における知的財産管理や産学官連携を支える体制の整
備 
• 多くの大学における知的財産本部の設置（４３大学） 
• 大学教員の発明に対する権利を大学に帰属させる機関
帰属原則を採用している大学の増加（２００５年６月時

点で４割程度の大学で実施） 
• 大学における営業秘密の管理のガイドライン策定 
（２００４年４月） 

• 知的財産創造を支える制度等の整備 
• 特許法の職務発明に係る規定の改正（２００５年４月施
行） 

 
イ）保護分野 
• 紛争処理機能の強化 

• 知的財産高等裁判所の設置（知的財産高等裁判所設
置法２００４年６月公布、２００５年４月施行） 

• 裁判所等の一部を改正する法律により知的財産事件を
扱う調査官の権限の拡大等（２００５年４月） 

• 裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（ＡＤ
Ｒ法）の制定（２００４年１２月制定、２００７年５月施行予

定） 
• 特許審査の迅速化 

• 特許審査の迅速化等のための特許法等の一部を改正
する法律の制定（２００４年６月）、先行技術調査機関の

活用の拡大 
• 任期付審査官の増員（２００４年度９８人、２００５年度に
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９８人、２００６年度９８人） 
• 経済産業省に特許審査迅速化・効率化推進本部を設
置（２００５年１２月） 

• 知的財産侵害に係る刑事罰の強化 
• 著作権法、不正競争防止法、種苗法などにおいて、罰
則を強化 

• 模倣品・海賊版の海外市場対策 
• 侵害状況調査制度の整備（２００５年４月） 
• コンテンツ海外流通マーク（ＣＪマーク）の制定（コンテン
ツ海外流通促進機構、２００４年９月） 

• 模倣品・海賊版の水際対策 
• 知的財産侵害品に係る関税定率法改正（２００３年より
毎年） 

• 税関等における知的財産侵害品の取締担当官の配置 
• 関係機関の協力体制の整備 

• 関係８省庁による模倣品・海賊版対策関係省庁会議の
設置（２００４年７月） 

• 一元的な相談窓口として「政府模倣品・海賊版対策総
合窓口」を経済産業省に設置（２００４年８月） 

 
ウ）活用分野 
• 知的財産重視の経営戦略の推進 
• 知的財産情報開示指針の策定 

• 企業による知的財産報告書の作成・公表（２００４年度・
２００５年度各１５社） 

• 知的財産信託に係る制度改正 
• 改正信託業法の施行（２００４年１２月） 

• 中小・ベンチャー企業に対する支援制度の整備 
• 先行技術調査の支援（２００４年度実績：約１，２００件） 

• 地域における知的財産戦略策定 
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• １４都道府県が知的財産戦略を策定 
 

エ）コンテンツ分野 
• コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律の制
定 

• コンテンツ制作の資金調達手段の多様化 
• 東京国際映画祭等コンテンツ発信イベントの拡大 
• 「食文化研究推進懇談会」報告書とりまとめ（２００５年７月） 
• 日本食文化フォーラム開催（２００６年２月） 
• 地域ブランドに係る商標法改正（２００５年６月） 
• 東京発日本ファッションウィーク開催（２００５年１０～１１月） 
 
オ）人材分野 
• 弁理士の増加 

• 弁理士試験の合格者の増加（２００５年７１１人） 
• 弁理士数は約６，２００人（２００５年１０月） 

• 知的財産弁護士のネットワーク化 
• エンターテインメント・ロイヤーズ・ネットワークの発足（２
００４年５月）、会員弁護士数は３３３人（２００５年９月） 

• 弁護士知財ネットの発足（２００５年４月）、会員弁護士
数は１，２００人以上（２００５年１１月） 

• 全ての法科大学院で知的財産法の科目を設置 
• 法科大学院数（２００４年４月６８校、２００５年４月新規
に６校） 

• 司法試験における知的財産法の選択科目化 
• 新司法試験の開始（２００６年） 

• 大学・大学院での知的財産科目の設置の増加 
• 学部２３２校、大学院９０校（２００３年度） 
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（別紙２） 
＜今後の施行の方針＞ 基本的な考え方 

 
・ 次の３年間を第２期と位置付ける。 
・ 次期（第２期）においては、今期（第１期）において実施された

多くの改革の成果を踏まえ、知的創造サイクルを一層円滑に

展開し、知的財産立国の実効を挙げる期間とする。（下図表

参照） 
・ 第２期が終了する２００８年度末時点において、知的財産基

本法の施行状況について更に検討を行い、それ以降の知的

財産戦略の在り方について検討することとする。 
・ 我が国が国際競争力を維持・確保していくため、発明や創作

によって生み出される知的財産を核とした国づくりにより、政

府全体として強力に知的財産戦略を進めていく。 
 
 

 

第１期 

期間：２００３年３月～２００６年２月 

期間の特徴： 

特許審査や知的財産紛争処理などに係る基本的な制度を整備 

多くの法令・指針等の制定・改正を実施 

産学官の協力体制を整備 

 

 

第２期 

期間：２００６年３月～２００９年３月 

期間の特徴： 

これまでの制度整備を踏まえて、知的創造サイクルを一層円滑に展

開させ、知的財産立国の実効を挙げる 

知的財産を活用した国際競争力強化を実現 

新たな課題に対応した制度整備 

実施された制度整備の有効性を検証し、必要な改正を実施 
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 ２００３ 

第１期 

（基本的な制度改革を実施） 

 ２００５  ２００４  ２００６  ２００８  ２００７ 年度 

知
的
財
産
政
策
の
進
行

第２期 

（知的財産立国の実効を挙げる） 

図  知的財産戦略第１期及び第２期 
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（別紙３） 
＜今後の施行の方針＞ 重点項目 

 
ⅰ） 国際的な展開 
 
諸外国に対する知的財産重視への働きかけ、模倣品・海

賊版拡散防止条約（仮称）への対応、世界特許システムの実

現、国際公共政策に係る議論への参画など、グローバルな

視点に立った知的財産戦略を展開する。 
 
 ＜今後の課題＞ 
• 世界特許に係る取組は日米欧を中心に行われているが、
実現までには解決すべき課題が多く残されている。 

• 模倣品・海賊版拡散防止条約に関して、条約の早期作成
を目指し、関係各国との調整を加速化すべき。 

• 在外大使館に知的財産担当官を任命したが、海外におけ
る知的財産権侵害等の問題は十分には改善されていな

い。 
• 国際条約での議論等において、途上国などから知的財産
制度自体への異論が呈されている。 

 
 
ⅱ） 地域への展開及び中小・ベンチャー企業の支援 
 
地域における知的財産活用の展開、中小・ベンチャー企業

の知的財産活用への支援、地域ブランドの振興、地方自治

体の知的財産能力強化などの知的財産戦略を展開する。 
 
 ＜今後の課題＞ 
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• 地域での知的財産不足、人材不足は深刻。知的財産の創
造力が弱い上に、創造したとしても、それを事業化するた

めの指導ができる体制ができていない。 
• 地域において、大学及び公設研究試験機関がそれぞれの
役割に応じた研究成果を生み出し、産業界との連携するこ

とが求められているが、十分機能していない。 
• 地域の多様性を活かした地域政策がなされていない。画
一的な支援をやめるべき。 

 
 
ⅲ） 産学連携の推進 
 
大学等の研究成果を戦略的に保護し、産業界で活用する

ための取組の一層の進展を図る。 
今後、大学知的財産本部やＴＬＯに対する支援予算が逐次

廃止されること等を踏まえ、大学における知的財産管理体制

の再編が想定されるが、これに適切に対応する。 
 
 ＜今後の課題＞ 
• 大学の中で、研究成果を知的財産として活用する仕組み
が十分に機能していない。 

• 大学発の基本発明が数多く創出される状況に至っていな
い。 

• ＴＬＯや大学知的財産本部など知的財産管理体制の整備
は進んだが、政府からの資金頼みで自立は困難な状況に

ある。 
• 産学連携の成否は、担当者の適性に負うところが大きい。
市場性の目利きができ、研究者にアドバイスができる人材

が必要とされている。 
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• 大学知的財産本部の活動は、共同研究・受託研究を増や
し産学連携を促進することに意味があるが、ライセンス収

入の増加のみを目的としている大学が多い。 
• 不実施補償の問題など産学間で多様な意見があり、産学
連携の課題となっている。 

• 産学連携に関する契約の際に、大学の事務手続が硬直
的になっている場合がある。 

 
 
ⅳ） 出願構造改革・特許審査の迅速化 
 
国内出願偏重の出願構造を改め、国際的な特許取得戦略

を推進するとともに、出願前に先行技術調査を行い、出願を

厳選する。また、特許審査の迅速化により、権利の早期確定

による産業の安定した発展に貢献する。 
 
 ＜今後の課題＞ 
• 出願の多くは、先行技術調査が十分に行われていない。 
• 先行技術調査を行うための検索ツールが十分に提供され
ていない。 

• 経営者の知的財産マインドが十分ではなく、知的財産重
視経営を行っている企業は一部しかない。 

• 特許庁の審査官は増員されたが、生産性が向上せず、審
査の迅速化が進んでいない。 

• 特許庁と裁判所の権利の有効性に関する判断基準が食
いちがうケースが多い。 

 
ⅴ） コンテンツ・日本ブランドの振興 
＜コンテンツ専門調査会において検討予定＞ 
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ⅵ） 知的財産人材の確保・育成 
 
知的財産人材育成総合戦略に基づき、国際的融合人材の

育成など、長期的かつ計画的に、知的財産人材の質・量両面

における充実を図る。 
 
 ＜今後の課題＞ 
• 企業の知的財産部員の多くは知的財産以外の分野に関
する意識が低く、知的財産経営に貢献できていない。 

• 弁理士の多くは専門性が高いが、知的財産以外の分野に
対する意識が低い。 

• 弁理士の人数は増えたが、実務経験のない弁理士も増え
ている。 

• 知的財産翻訳者が不足している。英語のみならず中国語
等の翻訳者も必要とされているが、人材が不足している。 

• 知的財産担当者で国際的に戦っていける人材は大幅に不
足している。 

• 世論調査によれば、模倣品・海賊版の購入を容認する人
が多く、それは特に若い世代に多い。 


